
業務粗利益 実質業務純益

貸出金の利息収支などの「資金利益」と投資商品の販売手数
料などの「非資金利益」から構成され、本来業務から得られた
粗利益を示す指標。

「業務粗利益」から「経費」を差し引いた本来業務の活動で稼
ぎ出した経費控除後の利益を示す指標。与信関連費用は除か
れている。

与信関連費用 親会社株主に帰属する中間（当期）純利益、親会社株主に帰属するキャッシュ調整後ベース中間（当期）純利益

与信先の状況に応じた貸倒引当金の繰入（費用）や取崩（益）、
債権処分による損失や過去に償却した債権の取立益などを合
計した費用。

会計上の半年間（1年間）の最終的な利益。そこから子会社の買収に伴うのれ
んに係る償却額および無形資産償却とそれに伴う繰延税金負債取崩額を除
いたものが、キャッシュ調整後の親会社株主に帰属する中間（当期）純利益。

連結財務ハイライト
株式会社新生銀行および連結子会社

（単位：億円）

平成25年度中間期 平成26年度中間期 平成27年度中間期 平成25年度 平成26年度

損益（注1）

資金利益 550 605 610 1,105 1,264
非資金利益 452 505 493 925 1,088
 役務取引等利益 116 108 131 224 247
 特定取引利益 69 54 51 139 115
 その他業務利益 265 341 310 560 726
業務粗利益 1,002 1,111 1,103 2,030 2,353
経費 658 700 697 1,328 1,416
実質業務純益 344 410 406 701 936
与信関連費用 3 50 ▲12 2 118
与信関連費用加算後実質業務純益 340 360 419 698 818
親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（注2） 272 289 374 413 678
親会社株主に帰属するキャッシュ調整後ベース中間（当期）純利益（注2,3） 317 329 410 498 754
（注） 1.  「損益」は、経営管理ベース（オペレーティングベース）の計数です。
 2.   企業結合に関する会計基準の改正を踏まえ、親会社株主に帰属する中間（当期）純利益、親会社株主に帰属するキャッシュ調整後ベース中間（当期）純利益へそれぞれ表記が変

更されています。
 3.   「親会社株主に帰属するキャッシュ調整後ベース中間（当期）純利益」については、コンシューマーファイナンス子会社などの買収に伴うのれんに係る償却および無形資産の償

却とそれに伴う繰延税金負債取崩を親会社株主に帰属する中間（当期）純利益から除いたものです。
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1株当たり純資産額 金融再生法に基づく不良債権比率

期末純資産額を（中間）期末発行済株式数で除して算出した数値。 「要管理債権」、「危険債権」、「破産更生債権及びこれらに準じ
る債権」に区分される金融再生法に基づく開示不良債権残高
の、総与信残高に対する比率。

（単位：億円）

平成25年度中間期 平成26年度中間期 平成27年度中間期 平成25年度 平成26年度

バランスシート
連結有価証券残高 17,947 16,213 12,836 15,570 14,773
連結貸出金残高 42,086 43,386 44,632 43,198 44,612
連結総資産額 89,055 91,901 89,992 93,211 88,898
連結預金残高（譲渡性預金を含む） 57,534 56,110 54,894 58,504 54,527
負債の部合計 81,985 84,839 82,239 85,985 81,360
連結純資産額 7,069 7,062 7,753 7,225 7,537
負債及び純資産の部合計 89,055 91,901 89,992 93,211 88,898

（単位：%）

平成25年度中間期 平成26年度中間期 平成27年度中間期 平成25年度 平成26年度

指標
総資産利益率（注6） 0.6% 0.6% 0.8% 0.5% 0.7%
同キャッシュ調整後ベース（注7） 0.7% 0.7% 0.9% 0.5% 0.8%
株主資本利益率（潜在株式調整後）（注8） 8.6% 8.6% 10.0% 6.5% 9.8%
同キャッシュ調整後ベース（注9） 10.7% 10.3% 11.4% 8.3% 11.4%
経費率 65.6% 63.1% 63.2% 65.4% 60.2%
連結自己資本比率（バーゼルⅡ、国内基準） 14.12% ̶ ̶ ̶ ̶
連結自己資本比率（バーゼルⅢ、国内基準） ̶ 13.81% 14.26% 13.58% 14.86%
不良債権比率（金融再生法開示ベース、単体） 4.76% 2.61% 0.83% 3.81% 1.42%
（注） 4.   「潜在株式調整後1株当たり純資産額」は、各（中間）期末の株主資本を、優先株式が（中間）期末の当行株価に基づいて所定の範囲内の価格で普通株式にすべて転換された場

合等の合計株式数で除したものです。
 5.   「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しない場合は記載していません。
 6.   「総資産利益率」は、親会社株主に帰属する中間（当期）純利益を、期首総資産と（中間）期末総資産の平均で除して算出しています。 
 7.   「総資産利益率（キャッシュ調整後ベース）」は、親会社株主に帰属する中間（当期）純利益を、期首の（総資産̶のれん̶企業結合に伴う無形資産）の金額と（中間）期末の同金

額の平均で除して算出しています。
 8.   「株主資本利益率（潜在株式調整後）」は、親会社株主に帰属する中間（当期）純利益を、期首株主資本と（中間）期末株主資本の平均で除して算出しています。 
 9.   「株主資本利益率（キャッシュ調整後ベース）」は、親会社株主に帰属するキャッシュ調整後ベース中間（当期）純利益を、期首の（株主資本̶のれん̶企業結合に伴う無形資産

＜繰延税金負債控除後＞）の金額と（中間）期末の同金額の平均で除して算出しています。

（単位：円）

平成25年度中間期 平成26年度中間期 平成27年度中間期 平成25年度 平成26年度

1株当たりデータ
1株当たり純資産額 242.90 257.94 287.49 247.82 275.45
潜在株式調整後1株当たり純資産額（注4） 242.90 257.94 287.49 247.82 275.45
1株当たり中間（当期）純利益 10.26 10.90 14.11 15.59 25.57
潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益（注5） 10.26 ̶ 14.11 15.59 ̶
1株当たり配当額（普通株式） ̶ ̶ ̶ 1.00 1.00
キャッシュ調整後ベース1株当たりデータ
1株当たり中間（当期）純利益 11.96 12.41 15.45 18.78 28.42
潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益 11.96 ̶ 15.45 18.78 ̶
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